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令和６年度 経済財政白書を読んで
　
令
和
６
年
度
の
「
年
次
経
済
財
政
報
告
」、
通
称
「
経
済
財
政
白
書
」（
以

下
で
は
白
書
）
の
副
題
は
「
熱
量
あ
ふ
れ
る
新
た
な
経
済
ス
テ
ー
ジ
へ
」
と

前
向
き
で
あ
る
。
そ
の
背
景
と
し
て
、「
は
じ
め
に
」
で
、
①
賃
上
げ
の
３３
年

振
り
の
高
水
準
、
②
名
目
１
０
０
兆
円
超
の
設
備
投
資
、
③
過
去
最
高
の
企

業
収
益
、
④
バ
ブ
ル
期
越
え
の
株
価
、
な
ど
を
指
摘
し
、
今
後
も
高
い
賃
上

げ
に
支
え
ら
れ
て
消
費
が
拡
大
し
、
企
業
収
益
が
押
し
上
げ
ら
れ
て
賃
金
が

上
昇
し
、
さ
ら
に
消
費
が
拡
大
す
る
「
好
循
環
」
を
期
待
し
て
い
る
。

　
し
か
し
、
デ
フ
レ
脱
却
宣
言
に
は
至
っ
て
お
ら
ず
、
今
後
の
留
意
点
を
多

数
挙
げ
て
い
る
。
実
際
、
白
書
の
発
表
直
後
の
８
月
上
旬
に
株
価
や
為
替
相

場
が
乱
高
下
す
る
な
ど
、
日
本
経
済
の
脆
さ
は
否
め
な
い
。
今
回
の
白
書
が

指
摘
す
る
今
後
の
留
意
点
や
、
近
年
の
興
味
深
い
趨
勢
を
紹
介
す
る
と
と
も

に
、
筆
者
の
コ
メ
ン
ト
を
加
え
る
。

副
題
の「
熱
量
あ
ふ
れ
る
新
た
な
経
済
ス
テ
ー
ジ
へ
」は

本
物
か
？

近
畿
大
学 

経
済
学
部 

教
授
　
安
孫
子
　
勇
一

１

マ
ク
ロ
経
済
の

動
向
と
課
題

こ
の
章
で
は
、「
我
が
国
経
済
は
、

バ
ブ
ル
崩
壊
以
降
の
コ
ス
ト
カ
ッ
ト

型
の
経
済
か
ら
脱
し
（
中
略
）
デ
フ

レ
か
ら
の
脱
却
、
そ
し
て
持
続
的
な

賃
上
げ
や
活
発
な
投
資
が
け
ん
引
す

る
民
需
主
導
の
自
律
的
な
成
長
型
経

済
に
移
行
す
る
千
載
一
遇
の
チ
ャ
ン

ス
を
迎
え
て
い
る
が
、
今
ま
さ
に
そ

の
チ
ャ
ン
ス
を
つ
か
み
と
れ
る
か
否

か
の
正
念
場
に
あ
る
」
と
い
う
。

１　
実
体
経
済
の
動
向
と
留
意
点

第
１
節
で
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
、
家
計
部

門
、
企
業
部
門
、
輸
出
入
、
公
的
需

要
、
金
融
・
資
本
市
場
に
分
け
て
、

多
数
の
デ
ー
タ
を
用
い
て
分
析
す
る
。

こ
の
中
で
、
日
本
経
済
が
予
測
困

難
な
シ
ョ
ッ
ク
を
含
め
、
さ
ま
ざ
ま

な
逆
風
に
直
面
し
て
い
る
と
い
う
。

た
と
え
ば
、
２
０
２
４
年
１
～
３
月

期
は
、
能
登
半
島
地
震
が
実
質
Ｇ
Ｄ

Ｐ
（
物
価
上
昇
を
除
い
て
経
済
の
実

態
を
示
す
指
標
）
を
▲
０
・
１
％
ポ

イ
ン
ト
、
２
０
２
３
年
１２
月
以
降
の

一
部
自
動
車
メ
ー
カ
ー
の
認
証
不
正

問
題
に
伴
う
生
産
・
出
荷
停
止
が
消

費
を
▲
０
・
５
％
ポ
イ
ン
ト
及
び
輸

送
用
機
械
の
投
資
を
▲
０
・
１
％
ポ

イ
ン
ト
押
し
下
げ
た
と
み
る
。
生
産

停
止
な
ど
の
解
除
後
は
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ

が
反
転
上
昇
す
る
が
、
そ
の
後
に
表

面
化
し
た
認
証
不
正
な
ど
の
新
た
な

問
題
が
押
し
下
げ
る
恐
れ
も
あ
る
。

ま
た
、
日
本
の
個
人
消
費
は
主
要

国
と
比
べ
て
力
強
さ
を
欠
く
と
い

う
。
名
目
賃
金
の
伸
び
が
物
価
上
昇

に
追
い
つ
か
な
い
う
え
、
自
動
車
の

生
産
停
止
が
加
わ
っ
た
た
め
と
い

う
。
実
際
、
白
書
の
発
表
後
に
公
表

さ
れ
た
毎
月
勤
労
統
計
調
査
の
実
質

賃
金
（
賃
金
か
ら
物
価
上
昇
率
を
差

し
引
い
た
指
標
）
を
み
る
と
、
事
業

所
規
模
５
人
以
上
の
「
現
金
給
与
総

額
」
は
２
０
２
４
年
６
月
に
前
年
同

月
比
＋
１
・
１
％
と
２
０
２
２
年
３



㈳
全
国
信
用
金
庫
協
会
様　
機
関
誌
「
信
用
金
庫
」
12
月
号　
　
　
　
Ｐ
39　
サ
ン
ケ
イ
四
校

39信用金庫 2024・12

令和６年度 経済財政白書を読んで

月
以
来
の
プ
ラ
ス
と
な
り
、
７
月
も

＋
０
・
３
％
だ
っ
た
が
、
８
月
は
▲

０
・
８
％
と
再
び
マ
イ
ナ
ス
に
な
っ

た
。
ま
た
、「
現
金
給
与
総
額
」
の

う
ち
「
き
ま
っ
て
支
給
す
る
給
与
」

（
事
業
所
規
模
５
人
以
上
）
は
、
２

０
２
４
年
８
月
は
▲
１
・
１
％
と
２

０
２
２
年
２
月
以
降
２
年
半
連
続
の

前
年
割
れ
で
あ
る
。
２
０
２
４
年
の

春
闘
で
賃
金
は
上
昇
し
た
が
、
中
小

企
業
な
ど
で
は
ボ
ー
ナ
ス
が
増
え
た

だ
け
で
、
定
期
昇
給
に
十
分
波
及

し
て
い
な
い
恐
れ
が
あ
る
。
さ
ら

に
、
白
書
が
注
目
す
る
「
賃
上
げ
の

３３
年
振
り
の
高
水
準
」
も
、
労
働
組

合
が
あ
り
、
価
格
転
嫁
を
比
較
的
し

や
す
い
中
規
模
以
上
の
企
業
の
デ
ー

タ
で
あ
り
、
全
体
の
賃
金
動
向
を
み

る
に
は
統
計
的
に
偏
っ
て
い
る
（
厚

生
労
働
省
「
令
和
５
年
労
働
組
合

基
礎
調
査
」
の
推
定
組
織
率
は
１６
・

３
％
）。
中
小
企
業
（
労
働
組
合
の

な
い
こ
と
が
多
く
、
価
格
転
嫁
が
一

般
に
難
し
い
）
を
含
む
毎
月
勤
労
統

計
調
査
な
ど
で
、
実
質
賃
金
が
前
年

比
プ
ラ
ス
で
あ
る
か
確
認
し
て
い
く

必
要
が
あ
る
。

２　

�

デ
フ
レ
に
後
戻
り
し
な
い
経
済

構
造
の
構
築

第
２
節
で
は
、
政
府
の
「
デ
フ
レ

脱
却
」
の
定
義
が
「
物
価
が
持
続
的

に
下
落
す
る
状
況
（
デ
フ
レ
）
を
脱

し
、
再
び
そ
う
し
た
状
況
に
戻
る
見

込
み
が
な
い
こ
と
」
と
し
、
デ
フ
レ

脱
却
と
い
う
に
は
、
今
後
も
デ
フ
レ

に
戻
る
見
込
み
が
な
い
こ
と
を
確
認

す
る
必
要
が
あ
る
と
い
う
。
そ
こ

で
、
さ
ま
ざ
ま
な
物
価
指
標
の
中
身

だ
け
で
な
く
、
賃
金
上
昇
や
価
格
転

嫁
、
物
価
上
昇
の
広
が
り
、
予
想
物

価
上
昇
率
に
も
目
配
り
す
る
。
こ
の

中
で
、
賃
上
げ
は
、
①
２
０
２
３
年

は
人
手
不
足
へ
の
対
応
か
ら
、
若
年

層
を
中
心
に
高
水
準
の
賃
上
げ
、
②

２
０
２
４
年
の
春
季
労
使
交
渉
で

は
、
よ
り
多
く
の
企
業
が
高
い
賃
上

げ
、
と
し
て
い
る
が
、
③
大
企
業
の

賃
上
げ
が
先
行
し
て
お
り
、
サ
プ
ラ

イ
チ
ェ
ー
ン
全
体
で
の
価
格
転
嫁
が

重
要
と
も
指
摘
す
る
。

価
格
転
嫁
に
つ
い
て
は
、
デ
フ
レ

に
陥
る
以
前
の
状
態
に
回
帰

し
つ
つ
あ
る
と
い
う
。
し
か

し
、
円
安
や
海
外
で
の
原
材

料
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格
の
上

昇
な
ど
を
受
け
た
一
時
的
な

価
格
転
嫁
の
容
認
か
も
し
れ

ず
、
永
続
す
る
保
証
は
な

い
。
ま
た
、
図
１
の
と
お

り
、
中
小
企
業
の
労
務
費
の

転
嫁
は
サ
ー
ビ
ス
業
を
中
心

に
遅
れ
て
い
る
。
価
格
転
嫁

を
渋
る
こ
と
は
独
占
禁
止
法

が
禁
じ
る
「
優
越
的
地
位
の

濫
用
」
に
該
当
し
な
い
か
、

下
請
法
で
抑
制
で
き
な
い
か

な
ど
、
価
格
転
嫁
の
促
進
策

に
踏
み
込
ん
で
欲
し
か
っ
た
。

物
価
上
昇
は
サ
ー
ビ
ス
分

野
に
も
広
が
り
つ
つ
あ
る

が
、
公
共
サ
ー
ビ
ス
と
家
賃

は
、
粘
着
性
が
強
く
、
さ
ほ

ど
上
昇
し
て
い
な
い
。
白
書

は
、
人
口
減
少
下
で
も
単
身

世
帯
の
増
加
な
ど
か
ら
、
家

賃
が
安
定
的
に
上
昇
す
る
未

来
を
描
く
が
、
全
国
レ
ベ
ル
図１　中小企業における労務費の転嫁状況：労務費の価格転嫁を実施した企業割合
中小企業においては、原材料費の転嫁に比べ、労務費の転嫁は、サービス業を中心に遅れている 

（備考）日本商工会議所「商工会議所LOBO（早期景気観測）２０２４年４月調査結果」により作成
※原典に基づいて、白書の図表から製造と卸売を入れ替えた。
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で
実
現
す
る
だ
ろ
う
か
。
人
口
減
少

が
著
し
い
地
方
な
ど
で
は
、
貸
家
向

け
ロ
ー
ン
や
公
共
サ
ー
ビ
ス
向
け
企

業
へ
の
貸
出
な
ど
を
注
意
深
く
見
守

る
必
要
が
あ
る
。

ま
た
、
い
わ
ゆ
る
「
年
収
の
壁
」

（
社
会
保
険
の
う
え
で
扶
養
か
ら
外

れ
る
１
０
３
万
円
、
企
業
が
定
め
る

配
偶
者
手
当
の
基
準
〈
上
限
１
０
３

万
円
や
同
１
３
０
万
円
〉
な
ど
）
が

長
く
変
わ
ら
な
い
こ
と
が
、
賃
金
上

昇
に
伴
う
実
質
的
負
担
の
増
加
を
通

じ
て
労
働
供
給
を
抑
制
す
る
と
し
、

物
価
を
上
回
る
賃
金
の
上
昇
が
継
続

す
る
政
策
を
講
じ
る
重
要
性
を
説

く
。
税
や
社
会
保
険
を
含
め
た
政
策

対
応
が
行
わ
れ
る
か
、
石
破
内
閣
の

対
応
が
注
目
さ
れ
る
。

２

人
手
不
足
に
よ
る
成

長
制
約
を
乗
り
越
え

る
た
め
の
課
題

こ
の
章
で
は
、
日
本
の
生
産
年
齢

人
口
（
１５
～
６４
歳
）
が
１
９
９
５
年

を
、
総
人
口
が
２
０
０
８
年
を
ピ
ー

ク
に
減
少
を
続
け
る
中
、
人
手
不
足

が
成
長
の
制
約
要
因
と
な
る
リ
ス
ク

や
対
応
策
を
分
析
す
る
。

１　

�

高
ま
る
人
手
不
足
感
と
企
業
の

対
応

企
業
の
人
手
不
足
感
は
非
製
造
業

で
バ
ブ
ル
期
並
み
と
な
る
な
ど
、
歴

史
的
高
水
準
に
あ
る
。
人
手
不
足
が

解
消
し
な
い
主
な
要
因
を
み
た
図
２

な
ど
か
ら
、
転
職
市
場
の
拡
大
と
人

材
獲
得
競
争
の
激
化
に
触
れ
る
。

人
手
不
足
へ
の
対
応
策
と
し
て
、

内
閣
府
の
ア
ン
ケ
ー
ト
（
複
数
回

答
）
で
「
従
業
員
の
待
遇
改
善
」
を

挙
げ
る
企
業
が
５
年
前
の
４
割
強

（
中
小
企
業
は
約
５
割
）
か
ら
２
０

２
４
年
に
は
約
７
割
（
同
７
割
弱
）

に
増
え
、「
新
卒
・
中
途
採
用
条
件

の
緩
和
」「
一
度
退
職
し
た
社
員
の

再
雇
用
」
や
「
省
力
化
投
資
」
を
挙

げ
る
割
合
も
５
年
前
よ
り
増
え
て
い

る
。
人
手
不
足
に
悩
む
取
引
先
の
対

応
状
況
を
注
視
す
る
必
要
が
あ
る
。

生
産
年
齢
人
口
が
減
少
す
る
中
、

こ
れ
ま
で
就
業
者
数
の
増
加
要
因
で

図２　人手不足が解消されない主な要因
人材獲得競争が激化する中、近年は、他社との競合や短期間での退職などの要因が拡大

（備考）１  内閣府「人手不足への対応に関する企業意識調査」（２０２４）、「働き方・教育訓練等に関する企業の意識調査」（２０１８）
により作成。

２ 複数の選択肢から、該当するものを全て選択する形式。
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令和６年度 経済財政白書を読んで

あ
っ
た
女
性
労
働
に
つ
い
て
は
、
働

き
た
い
賃
金
や
年
齢
構
成
の
分
析
か

ら
、
女
性
の
賃
金
が
十
分
に
上
昇
し

な
け
れ
ば
、
女
性
の
労
働
参
加
人
数

が
頭
打
ち
と
な
る
可
能
性
が
高
い
と

い
う
。
こ
の
た
め
、
人
材
確
保
の
観

点
か
ら
も
、
女
性
雇
用
者
の
多
い
分

野
の
募
集
賃
金
を
重
点
的
に
引
き
上

げ
る
必
要
が
あ
る
と
す
る
。
ま
た
、

女
性
に
限
ら
ず
、
今
働
い
て
い
る
雇

用
者
の
維
持
の
観
点
か
ら
も
賃
金
を

引
き
上
げ
る
必
要
性
が
高
ま
る
と
い

う
。
も
っ
と
も
、
価
格
転
嫁
に
苦
し

む
中
小
企
業
は
賃
上
げ
が
容
易
で
な

く
、
賃
金
上
昇
傾
向
が
取
引
先
の
経

営
に
与
え
る
影
響
に
注
目
す
る
必
要

が
あ
る
。

労
働
投
入
を
減
ら
す
省
力
化
投
資

は
、
５
年
前
よ
り
進
ん
だ
も
の
の
、

企
業
間
に
格
差
が
み
ら
れ
、
ハ
ー
ド

ル
と
し
て
コ
ス
ト
面
や
人
材
面
を
挙

げ
る
企
業
が
多
い
。
人
材
面
に
つ
い

て
は
、
リ
・
ス
キ
リ
ン
グ
の
促
進
に

よ
り
、
省
力
化
の
た
め
の
新
た
な
技

術
を
使
い
こ
な
せ
る
人
材
の
育
成
を

図
り
、
労
働
移
動
を
促
し
て
い
く
こ

と
も
重
要
な
課
題
と
い
う
。
信
用
金

庫
に
は
取
引
先
の
省
力
化
投
資
へ
の

適
切
な
支
援
・
助
言
が
求
め
ら
れ
る
。

２　
労
働
移
動
に
係
る
現
状
と
課
題

諸
外
国
と
比
べ
、
日
本
で
は
失
業

の
リ
ス
ク
が
低
い
一
方
、
失
業
し
た

場
合
に
長
期
化
し
や
す
い
。
雇
用
の

ミ
ス
マ
ッ
チ
に
つ
い
て
は
、
①
都
市

部
を
中
心
に
事
務
職
や
販
売
職
は
供

給
過
剰
の
一
方
、
そ
の
他
職
種
は
概

ね
供
給
過
少
、
②
こ
れ
ま
で
の
労
働

移
動
は
同
一
職
種
内
が
多
く
、
職
種

を
ま
た
ぐ
移
動
が
課
題
と
す
る
。
そ

し
て
、ミ
ス
マ
ッ
チ
の
改
善
に
は
、リ・

ス
キ
リ
ン
グ
や
省
人
化
投
資
の
促
進

な
ど
の
取
り
組
み
が
重
要
な
ほ
か
、

東
京
一
極
集
中
の
是
正
を
含
め
た
地

方
創
生
の
取
り
組
み
が
重
要
と
し
、

デ
ジ
タ
ル
化
の
進
展
が
労
働
市
場
に

お
け
る
大
都
市
圏
の
過
剰
供
給
と
地

方
に
お
け
る
過
少
供
給
を
改
善
さ
せ

る
と
期
待
す
る
。
デ
ジ
タ
ル
に
強
い

信
用
金
庫
が
取
引
先
の
デ
ジ
タ
ル
化

を
支
援
す
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
る
。

産
業
間
の
労
働
移
動
を
み
る
と
、

日
本
の
産
業
間
の
労
働
移
動
は
２
０

０
０
年
代
を
通
じ
て
長
期
的
に
低
下

傾
向
に
あ
り
、
労
働
生
産
性
の
高
い

業
種
の
う
ち
労
働
投
入
量
を
増
や
し

て
い
る
の
は
情
報
通
信
業
だ
け
で
、

製
造
業
の
多
く
や
金
融
・
保
険
業
で

は
労
働
節
約
的
な
生
産
性
の
改
善
が

進
ん
で
い
る
（
労
働
投
入
量
は
減

少
）。
こ
れ
に
対
し
、
保
健
衛
生
・

社
会
事
業
は
、
生
産
性
の
水
準
が
低

く
、
伸
び
率
も
マ
イ
ナ
ス
な
の
に
、

労
働
投
入
量
が
拡
大
し
て
い
る
。
日

本
経
済
の
成
長
に
と
っ
て
、
成
長
産

業
で
の
労
働
投
入
量
の
拡
大
が
望
ま

れ
る
が
、
こ
う
し
た
現
状
は
残
念
で

あ
る
。
医
療
や
介
護
な
ど
社
会
的
に

必
要
性
の
高
い
部
門
で
は
、
省
力
化

投
資
な
ど
に
よ
る
部
門
内
の
生
産
性

の
改
善
を
提
言
す
る
。
ま
た
、
ま
と

め
と
し
て
、
労
働
移
動
の
活
発
化
→

賃
上
げ
・
人
へ
の
投
資
の
拡
大
→
生

産
性
の
向
上
が
連
続
的
に
生
じ
て
い

く
こ
と
が
必
要
と
い
う
。
も
っ
と

も
な
が
ら
、
中
小
企
業
な
ど
で
は
、

ハ
ー
ド
ル
が
高
い
と
懸
念
さ
れ
る
。

３　
外
国
人
労
働
者
の
現
状
と
課
題

外
国
人
労
働
の
特
徴
と
し
て
、
①

労
働
者
数
が
一
貫
し
て
増
加
傾
向
、

②
外
国
人
の
就
労
す
る
産
業
（
製
造

業
の
多
く
や
、
飲
食
業
や
宿
泊
業
で

多
い
）
や
地
域
（
東
京
や
北
関
東
や

東
海
で
多
い
）
に
偏
り
が
あ
る
、
③

外
国
人
労
働
者
の
受
け
入
れ
制
度
が

徐
々
に
拡
大
、
と
い
う
。

属
性
を
み
る
と
、
年
齢
が
低
く
、

勤
続
年
数
が
短
い
な
ど
、
日
本
人
と

大
き
く
異
な
る
。
日
本
人
労
働
者
と

外
国
人
労
働
者
の
賃
金
水
準
を
比
べ

る
と
、
賃
金
差
が
２８
・
３
％
あ
る

が
、
属
性
の
差
を
調
節
す
る
と
差
は

７
・
１
％
に
縮
小
す
る
と
推
計
す

る
。
ま
た
、
賃
金
格
差
が
外
国
人
労

働
者
の
在
留
資
格
や
職
種
に
よ
り
異

な
る
こ
と
も
示
し
て
い
る
。

歴
史
的
な
人
手
不
足
感
を
緩
和
す

る
に
は
、
国
際
的
な
人
材
獲
得
競
争

の
中
で
、
外
国
人
を
惹
き
つ
け
、
労

働
力
と
し
て
活
躍
し
て
も
ら
う
必
要

が
あ
る
と
し
、
合
理
性
の
な
い
賃
金

格
差
を
生
む
制
度
や
慣
習
を
見
直

し
、
高
い
ス
キ
ル
や
技
能
を
持
つ
労
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働
者
を
受
け
入
れ
、
よ
り
長
く
日
本

で
働
い
て
も
ら
う
こ
と
を
提
言
す

る
。
さ
ま
ざ
ま
な
支
援
策
を
挙
げ
、

単
な
る
労
働
力
と
し
て
で
は
な
く
、

日
本
社
会
や
地
域
社
会
を
構
成
す
る

一
員
と
し
て
受
け
入
れ
、
日
本
人
と

外
国
人
が
互
い
に
尊
重
し
、
安
全
・

安
心
に
暮
ら
せ
る
共
生
社
会
を
実
現

す
る
こ
と
が
重
要
と
い
う
。
た
だ
、

移
民
の
大
量
流
入
が
深
刻
な
国
内
対

立
を
生
ん
で
い
る
欧
米
の
現
状
を
み

る
と
、
日
本
が
外
国
人
労
働
者
と
ど

の
よ
う
に
向
き
合
う
か
を
熟
慮
す
べ

き
で
は
な
い
か
。
ま
た
、
円
安
の
進

展
や
日
本
の
賃
金
停
滞
な
ど
に
よ

り
、
外
国
人
労
働
者
か
ら
日
本
が
選

ば
れ
な
く
な
る
未
来
が
懸
念
さ
れ
る

こ
と
に
つ
い
て
、
白
書
で
も
深
掘
り

し
て
欲
し
か
っ
た
。

３

ス
ト
ッ
ク
の
力
で

豊
か
さ
を
感
じ
ら
れ

る
経
済
社
会
へ

こ
の
章
で
は
、
日
本
の
総
資
産
が

国
民
経
済
計
算
ベ
ー
ス
で
２
０
２
２

年
末
に
過
去
最
高
（
１
９
９
４
年
以

降
の
現
行
統
計
ベ
ー
ス
）
の
１
京
２

６
５
０
兆
円
あ
り
、
負
債
８
６
５
０

兆
円
を
差
し
引
い
た
正
味
資
産
が
約

４
０
０
０
兆
円
（
過
去
最
高
）、
家

計
が
そ
の
約
７
割
を
保
有
す
る
と
い

う
。
家
計
の
総
資
産
３
２
４
０
兆
円

の
う
ち
、
住
宅
・
土
地
資
産
が
１
１

６
０
兆
円
、
金
融
資
産
が
２
０
３
０

兆
円
を
占
め
る
。
こ
う
し
た
豊
富
な

ス
ト
ッ
ク
を
家
計
の
豊
か
さ
に
つ
な

げ
る
た
め
の
課
題
を
分
析
す
る
。

１　
家
計
の
金
融
資
産
投
資
構
造

金
融
資
産
の
内
訳
を
み
る
と
、
日

本
で
は
現
金
・
預
金
が
５
割
を
超
え

る
の
に
対
し
、
米
国
で
は
、
株
式
と

投
資
信
託
が
合
計
５
割
程
度
を
占

め
、
現
金
・
預
金
は
１
割
程
度
で
あ

る
。
年
齢
別
の
金
融
資
産
残
高
を
み

る
と
、
ピ
ー
ク
は
平
均
値
・
中
央
値

と
も
６０
～
６４
歳
だ
が
、
年
齢
が
上

が
っ
て
も
減
少
幅
は
さ
ほ
ど
大
き
く

な
い
。
金
融
資
産
の
中
身
を
み
る

と
、
図
３
の
と
お
り
、
年
齢
が
上
が

る
と
減
少
す
る
の
は
生
命
保
険
く
ら

い
で
、
有
価
証
券
は
７０

代
ま
で
増
加
す
る
。
高

齢
者
の
金
融
資
産
が
さ

ほ
ど
取
り
崩
さ
れ
な
い

背
景
に
は
、
長
生
き
リ

ス
ク
や
遺
産
へ
の
備
え

が
あ
る
と
す
る
。
遺
産

相
続
の
関
連
で
、
遺
産

を
残
す
人
の
年
齢
構
成

を
み
る
と
、
８０
歳
以
上

の
割
合
が
１
９
８
９
年

の
３９
％
か
ら
２
０
１
９

年
に
は
７２
％
に
上
昇
し

て
お
り
、
若
者
世
代
へ

の
資
産
移
転
が
進
ん
で

い
な
い
。
こ
れ
ら
の
分

析
は
、
長
期
的
な
経
営

戦
略
の
立
案
時
に
使
え

そ
う
だ
。

「
貯
蓄
か
ら
投
資
」

の
流
れ
に
つ
い
て
は
、

近
年
の
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
制
度

の
拡
充
な
ど
に
よ
り
、

若
い
年
齢
層
を
中
心
に

金
融
資
産
へ
の
投
資
行

動
が
変
化
し
つ
つ
あ

（備考）１ 総務省「全国家計構造調査」、「全国消費実態調査」調査票情報を内閣府が独自集計して作成。いずれも総世帯。

図３　日本の年齡階層別の資産の保有状況（５歳階級別）：資産種類別の平均金融資産額（２０１９年）
家計金融資産は、６０～６４歳までは年齢とともに増加するが、その後は大きくは減らない
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令和６年度 経済財政白書を読んで

る
。
こ
の
流
れ
を
さ
ら
に
進
め
る
た

め
、
家
計
の
所
得
向
上
が
鍵
と
な
る

ほ
か
、
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
の
向
上
、

各
種
制
度
の
普
及
活
動
・
相
談
体
制

の
強
化
な
ど
を
提
言
す
る
。
今
年
度

に
新
設
さ
れ
た
金
融
経
済
教
育
推
進

機
構
の
活
躍
が
期
待
さ
れ
る
。

２　
住
宅
ス
ト
ッ
ク
の
展
望

第
２
節
で
は
、
新
規
の
住
宅
着
工

が
人
口
動
態
、
建
築
費
高
騰
や
住
宅

の
長
寿
命
化
な
ど
か
ら
構
造
的
に
減

少
傾
向
と
見
込
む
。
ま
た
、
単
身
世

帯
の
増
加
を
背
景
に
、
各
年
齢
層
の

持
家
率
が
低
下
傾
向
に
あ
り
、
持
家

住
宅
ス
ト
ッ
ク
の
余
剰
を
拡
大
さ
せ

る
恐
れ
を
指
摘
す
る
。
さ
ら
に
、
近

年
の
住
宅
価
格
の
上
昇
も
あ
り
、
取

得
住
宅
の
郊
外
化
・
中
古
化
が
進
ん

で
お
り
、
既
存
の
住
宅
ス
ト
ッ
ク
の

有
効
活
用
が
今
後
の
課
題
と
い
う
。

日
本
で
も
、
既
存
住
宅
の
流
通
は
限

定
的
な
が
ら
広
が
り
始
め
て
お
り
、

戸
建
て
よ
り
マ
ン
シ
ョ
ン
で
中
古
住

宅
の
需
要
が
高
ま
る
可
能
性
が
あ
る

と
み
る
。
ま
た
、
中
古
マ
ン
シ
ョ
ン

の
価
格
下
落
ス
ピ
ー
ド
が
近
年
遅
く

な
り
、
マ
ン
シ
ョ
ン
で
は
新
築
プ
レ

ミ
ア
ム
が
減
少
し
つ
つ
あ
る
と
い

う
。
さ
ら
に
、
諸
外
国
よ
り
低
い
既

存
住
宅
の
流
通
を
促
す
に
は
、
売
り

手
と
買
い
手
の
「
情
報
の
非
対
称

性
」
を
緩
和
し
、
住
宅
の
長
寿
命
化

が
重
要
と
す
る
。
ま
た
、
長
寿
命
化

に
つ
な
が
る
リ
フ
ォ
ー
ム
を
取
り
上

げ
、
①
規
模
が
米
国
の
半
分
程
度
、

②
ア
ン
ケ
ー
ト
か
ら
費
用
面
や
施
工

面
の
不
安
が
み
ら
れ
る
、
と
指
摘

し
、
不
動
産
取
引
の
透
明
性
を
高
め

る
た
め
の
さ
ま
ざ
ま
な
制
度
を
紹
介

し
て
い
る
。
人
手
不
足
が
深
刻
化
す

る
中
、
新
築
中
心
か
ら
既
存
住
宅
活

用
へ
と
資
源
配
分
を
変
え
る
こ
と
に

は
大
き
な
意
義
が
あ
る
。
ま
た
、
信

用
金
庫
が
今
後
の
住
宅
ロ
ー
ン
や
不

動
産
業
向
け
融
資
を
考
え
る
う
え
で

も
示
唆
に
富
ん
で
い
る
。

３　
高
齢
者
就
業
の
現
状
と
課
題

第
３
節
で
は
、
高
齢
者
の
就
業
を

取
り
上
げ
る
。
高
齢
化
が
進
み
、
健

康
寿
命
も
延
び
る
中
、
高
齢
者
の
就

業
意
欲
が
高
く
、
就
労
を
後
押
し
す

る
政
策
の
効
果
も
あ
り
、
高
齢
者
の

就
労
率
は
過
去
１０
年
で
大
き
く
上
昇

し
た
。
こ
れ
に
伴
い
、
６０
代
の
所
得

と
消
費
が
拡
大
し
た
。
な
お
、
高
齢

就
業
者
は
当
面
拡
大
が
見
込
ま
れ
る

が
、
２
０
３
５
年
頃
に
ピ
ー
ク
を
迎

え
る
可
能
性
も
あ
る
と
い
う
。

こ
う
し
た
中
、
在
職
老
齢
年
金
制

度
や
社
会
保
険
料
を
勘
案
し
て
就
業

調
整
す
る
「
年
収
の
壁
」
が
高
齢
者

の
就
業
拡
大
を
阻
害
す
る
恐
れ
を
指

摘
す
る
。
一
定
の
仮
定
の
も
と
で
、

就
業
調
整
を
し
た
場
合
と
、
し
な

か
っ
た
場
合
の
可
処
分
所
得
を
試
算

す
る
と
、
し
な
か
っ
た
ほ
う
が
男
女

と
も
高
い
が
、
心
理
的
な
抵
抗
感
な

ど
が
あ
る
た
め
、
高
齢
者
の
就
労
意

欲
を
高
め
る
制
度
の
在
り
方
な
ど
を

検
討
す
る
こ
と
や
、
社
会
的
な
就
労

の
機
運
醸
成
を
提
言
す
る
。

企
業
側
を
み
て
も
、
７０
歳
ま
で
の

就
業
機
会
の
確
保
に
向
け
た
努
力
義

務
へ
対
応
す
る
企
業
が
着
実
に
増
加

し
て
い
る
。
今
後
も
少
子
高
齢
化
が

進
む
中
で
、
高
齢
者
の
高
い
就
業
意

欲
を
社
会
全
体
と
し
て
後
押
し
す
る

取
り
組
み
が
ま
す
ま
す
求
め
ら
れ
る

と
提
言
す
る
。

４

全
体
の
感
想

全
体
的
に
気
に
な
っ
た
の
は
、
白

書
が
期
待
す
る
「
賃
金
と
物
価
の
好

循
環
」
と
い
う
ナ
ラ
テ
ィ
ブ
に
留
保

条
件
が
多
い
こ
と
で
あ
る
。
今
後
の

経
済
デ
ー
タ
や
政
策
対
応
に
よ
っ
て

ナ
ラ
テ
ィ
ブ
へ
の
疑
義
が
広
が
れ

ば
、
国
内
の
長
短
金
利
や
円
相
場
、

さ
ら
に
株
価
に
大
き
く
影
響
す
る
恐

れ
が
あ
る
。

ま
た
、
白
書
の
副
題
を
実
現
す
る

た
め
に
は
、
適
切
な
人
手
不
足
対
策

や
ス
ト
ッ
ク
活
用
策
な
ど
の
政
策
対

応
を
行
い
、
デ
フ
レ
脱
却
の
確
信
を

深
め
て
い
く
必
要
が
あ
る
。
そ
の
過

程
で
、
信
用
金
庫
が
応
援
で
き
る
課

題
も
少
な
く
な
い
と
考
え
た
。

令和６年度
年次経済財政報告


